
◯　測量業務  １式

　（現地測量、基準点測量、水準測量、路線測量）　

◯　地質調査業務 １式
　（ボーリング、原位置試験等、室内試験、解析等調査）　

◯　設計業務 １式
 ・本線拡幅部（上部工概略設計、下部工詳細設計、架設
　計画）
・Cランプ・Dランプ（予備修正設計、関係機関との

　 協議資料作成、架設計画）
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高速５号線温品地区橋梁概略設計その他業務 特記仕様書 

 

（適 用） 

第１条 本特記仕様書は、高速５号線温品地区橋梁概略設計その他業務に適用する。 

２ 本業務の実施にあたっては、次に基づき実施しなければならない。 

・ 測量業務共通仕様書（令和元年９月）広島高速道路公社 

・ 地質・土質調査業務共通仕様書（令和元年９月）広島高速道路公社 

・ 設計業務等共通仕様書（令和元年９月）広島高速道路公社 

・ 道路橋示方書（平成 29 年 11 月） 

・ その他関連図書 

 

（業務内容） 

第２条 本業務は、高速２号線と高速５号線を結ぶ連絡路に係る、測量、地質調査及び本線拡幅部の橋

梁概略設計（鋼橋上部工）、橋梁詳細設計（橋脚工）、橋梁詳細設計（橋脚基礎工）並びにＣ・Ｄラ

ンプの橋梁予備修正設計を行うものである。 

 ２ 本線拡幅部の橋梁概略設計（鋼橋上部工）の業務内容については、別添１のとおりとする。 

 ３ Ｃ・Ｄランプの橋梁予備修正設計の業務内容は、「高速５号線 橋梁予備設計修正業務 （平成３

０年度）」等の成果に基づき、発注者が行う関係機関等の協議等を踏まえ、橋梁形式、架設計画

等について修正を行う。 

４ 照査計算の業務内容については、別添２のとおりとする。 

 

（履行期間） 

第３条 本業務の工期は、契約締結の日から令和３年 10 月 29 日までとする。 

    このうち、検査期間として９日間を見込んでいる。  

 

 （情報共有システム） 

第４条 本業務は、受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより、業務の効率化を図る情報

共有システムの対象である。なお、運用にあたっては、「広島県工事中情報共有システム運用ガイ

ドライン」に基づき実施すること。 

 ２ 本業務で使用する情報共有システムは次とする。 

     広島県工事中情報共有システム 

     https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html 

 ３ 調査職員及び受注者が使用する情報共有システムのサービス提供者との契約は、受注者が行い、

利用料を支払うものとする。 

 

（地盤情報の取扱いについて） 

第５条 受注者は、地盤情報を一般財団法人国土地盤情報センターの検定を受けた上で、国土地盤情報

データベースに登録すること。 

https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/asp/index.html


 ２ 受注者は地盤情報の公開・利用の可否について、発注者の指示に従って検定の申込を行うこと。 

 ３ 検定に要する費用は、技術管理費に国土地盤情報データベース検定費として１本当たり 2,000 円

を見込んでいる。ただし、ボーリング責任者が地質調査技士の資格を持っていなければ設計変更の

対象とする。 

 ４ 受注者は、一般財団法人国土地盤情報センターから受領した検定証明書によって、提出する成果

が検定済であることを報告することとする。 

 

（総合評価落札方式） 

第６条 本業務は、技術資料を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定す

る、総合評価落札方式（簡易型）の適用業務である。 

 ２ 評価内容の担保 

    入札時の技術資料については、契約後に提出する業務計画書に反映させるものとし、履行状況

の確認及び業務完了時に検査を行うものとする。 

技術資料の内容が受注者の責により実施されなかった場合は、契約書に基づき修補の請求、又

は修補に代え若しくは修補とともに損害賠償の請求を行うことができる。また、業務成績評定の

減点対象とし、減点方法は未実施の評価項目毎に５点を減じるものとする。 

 ３ 総合評価落札方式において評価対象としている業務分野に係る業務実施及び照査体制 

  （1）管理技術者、担当技術者及び照査技術者は、それぞれ兼務することはできない。 

  （2）管理技術者は１名とし、担当技術者及び照査技術者は最大３名まで配置できる。また、配置

した管理技術者、担当技術者及び照査技術者は、必ず TECRIS 登録を行うこと。ただし、「管理

技術者及び照査技術者選任（変更）通知書」は、主となる照査技術者１名について記載する。 

  （3）管理技術者は、病休、死亡又は退職等の極めて特別な場合を除き原則変更できないものと

し、変更する場合には同等以上の技術者を配置すること。担当技術者及び照査技術者は、変更す

る場合には同等以上の技術者を配置すること。 

  （4）業務履行期間中に業務実施体制を変更する場合には、入札時に提出した技術資料のうち、変

更となる事項に係る様式及び添付資料を「業務打合せ簿」で調査職員に提出すること。この場

合、変更内容に応じて、業務成績評定を未実施の評価項目毎に５点を減じることがある。 

 ４ 担当技術者 

  (1) 管理技術者のもとで業務を担当する者を担当技術者として定義する。 

  (2) 受注者は、「技術資料様式第８号」に記載した主となる担当技術者１名について、「別記様式第

１～２号」に必要事項を記載し調査職員に提出すること。 

  (3) 担当技術者は、設計図書及び「技術資料様式第４号」に記載した業務分担に基づき、適正に業

務を実施しなければならない。 

 

 ５ 管理技術者及び担当技術者に係る手持ち業務件数 

   手持ち業務とは、管理技術者又は担当技術者となっている契約金額 500 万円以上で契約済み（履

行期間中）の他の業務をいう。なお、技術者変更に伴う手持ち業務件数の判断期間は、当該業務の

公告日から変更の届け出日までの期間とする。 



   新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた対応として、業務の一時中止措置等を行った

ことにより、令和２年３月末までに完了する予定が年度を超え、４月１日以降も継続している場合

には、手持ち業務件数の対象としない。 

対象業務がある場合は、その内容が確認できる資料を添付すること。 

 ６ 実施方針の履行確認 

(1) 業務完了時には、完成通知書の提出にあわせて、「技術資料様式第１１号」に記載した実施方

針の履行が確認できる資料、及び不履行となった場合にはその理由を添付した「業務打合せ簿」

を調査職員に提出すること。 

(2) 実施方針に記載した内容が受注者の責により実施されなかった場合は、未実施の評価項目毎に

５点を減じる。 

 

（管理技術者の配置） 

第７条 本業務の実施にあたっては、設計業務等共通仕様書第１１０７条の管理技術者を定めるものと

する。 

配置する管理技術者には、技術士（総合技術監理部門：建設-鋼構造及びコンクリート、又は

建設部門：鋼構造及びコンクリート）、又はＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート）の資格を有す

る者を配置すること。 

  

（照査技術者配置） 

第８条 本業務の実施にあたっては、設計業務等共通仕様書第１１０８条の照査技術者を定めるものと

する。 

 

（資料の貸与及び返却） 

第９条 本業務に必要な次の資料については、契約締結後、受注者に対し貸与する。 

   ・ 高速５号線 橋梁予備設計修正業務 （令和２年度） 

   ・ 高速５号線 道路・構造物詳細設計その他業務（令和２年度） 

   ・ 高速５号線 温品 JCT 橋梁設計業務（平成２０年度） 

   ・ 高速２号線 橋梁設計その他業務（温品ＪＣＴ）（平成１７年度） 

   ・ 広島高速５号線（東部線）温品ＪＣＴ橋梁予備設計業務 （平成１２年度） 

 

（打合せ協議） 

第 10条 打合せ協議については、下記のとおり実施することとして費用を見込んでいる。なお、業務

着手時及び成果物提出時には、管理技術者が立会うこと。 

   ・ 橋梁詳細設計 業務着手時/成果物提出時 各 1回、中間打合せ６回 

   ・ 橋梁予備設計 中間打合せ６回 

   ・ 測量業務   中間打合せ３回 

   ・ 地質調査業務 中間打合せ３回 

 



（積算条件） 

第 11条 本業務の積算条件については、次のとおり見込んでいる。 

   （1）橋梁下部工の類似構造物については、次のとおり見込んでいる。 

           ［橋梁詳細設計（橋脚工）］ 

・ 張出式橋脚（拡幅設計）：｢中山 P１｣、｢P４｣、｢P３｣ 

・ ラーメン式橋脚（新規）:｢DP３｣ 

・ 張出式橋脚（照査）：｢P１｣、｢東 P11｣ 

［橋梁詳細設計（橋脚基礎工）］ 

・ 既成杭（拡幅設計）：｢P４｣、｢P３｣ 

・ 既成杭（照査）：｢P１｣、｢東 P11｣ 

   （2）測量業務の地域区分は、都市近郊の平地を見込んでいる。 

 

（コスト縮減計画調書の作成） 

第 12条 受注者は、当該業務における橋梁予備修正設計の履行にあたり、設計業務等共通仕様書第 

1209 条第 12 項により新技術の採用等によるコスト縮減に関する検討を行うものとする。ま

た、次のとおり「コスト縮減計画提案書」及び「コスト縮減計画調書」を作成し、調査職員へ提

出すること。 

(1) コスト縮減計画提案書 

業務履行における中間時に提出するものとし、当該業務で実施する予定のコスト縮減検討の

方向性に関する以下の事項をとりまとめる。（様式自由） 

・ コスト縮減検討が可能な工種、項目 

・ 採用が可能と予想される新技術等 

(2) コスト縮減計画調書 

上記のコスト縮減計画提案書に基づきコスト縮減検討を行い、その結果についてとりまとめ

る。様式については調査職員より別途指示するものとし、業務成果へ添付すること。 

 

（成果物） 

第 13条 本業務の成果物は次のとおりとする。 

   ・ 電子媒体（ＣＤ-Ｒ等） ２部 

 

（労働環境改善（ウィークリースタンス）について） 

第 14 条 本業務は労働環境改善（ウィークリースタンス）を目的とした業務であり、次により実施す

る。 

(1) 初回打合せ時に、本取組の内容を発注者から受注者に説明するとともに、取り組む意思、内容を

別紙－１「ウィークリースタンス推進チェックシート（初回打合せ時）」（以下「別紙－１」とい

う。）を基に確認し設定する。取組期間については、初回打合せ時（実施内容を設定した日）から

工期末までとする。 

ノー残業デーは、受発注者がそれぞれ定める日を原則として週１日以上設定する。 



なお、広島高速道路公社における週のノー残業デーは水曜日としている。 

(2) 受注者は、別紙－１に取組内容を整理し、打合せ記録簿で提出し、受発注者間で共有する。 

(3) 中間打合せ等を利用し、受発注者間で取組のフォローアップ等を行う。 

(4) 成果物納入時の打合せにおいて、実施結果（効果・改善点等）を受発注者双方で確認し、別紙－

２「ウィークリースタンス推進チェックシート（実施結果）」に記入し打合せ記録簿で提出し、共

有する。 

なお、別紙－１及び別紙－２については、「広島高速道路公社ホームページ」の「技術管理」「技術

管理資料」に掲載してある様式を利用する。 

 

（その他） 

第 15条 Ｃ、Ｄランプ区間（橋梁予備修正設計の範囲）の地質調査業務は、橋梁予備修正設計の検討

段階で、調査地点、数量、方法等に変更が生じる場合がある。着手時期等については、調査職員

と協議すること。 

 ２ 本特記仕様書及び共通仕様書に定めのない事項、また業務の実施にあたって疑義が生じた場合

は、別途調査職員と協議することとし、受注者独自の判断で処理してはならない。 

 

 

  



別添１ 

 

１ 業務目的 

橋梁概略設計（鋼橋上部工）（以下、概略設計という。）は、「高速５号線 橋梁予備設計修正業務 

（平成３０年度）」で決定された拡幅工法、橋梁形式において、設計図書、既存の関連資料及び予備

設計で検討された設計条件に基づき、下部工詳細設計のための反力計算、主要断面の断面計算および

架設計画を行うとともに、詳細設計付工事発注に必要な資料の作成を行うことを目的とする。 

 

２ 業務内容 

概略設計の業務内容は下記のとおりとする。 

（１） 設計計画 

第６８０７条第２項の（１）に準ずるものとする。 

（２） 現地踏査 

第６８０７条第２項の（２）に準ずるものとする。 

（３） 設計条件の確認 

第６８０７条第２項の（３）に準ずるものとする。 

（４） 設計細部事項の検討 

受注者は、使用材料、地盤定数、及び支承条件など概略設計に当たり必要な設計の条件

について技術的検討を加えたうえ、これを当該設計用に整理するとともに適用基準との整

合を図り確認を行うものとする。 

（５） 設計計算 

受注者は、概略設計計算に当たり、橋梁予備設計で決定された橋梁形式の主要構造寸法

に基づき、現地への搬入条件及び架設条件を考慮し、概略設計を行うとともに既設部の照

査並びに補強設計を行うものとする。 

（６） 設計図 

受注者は、既設部・新設部を明示した橋梁位置図、一般図、線形図及び構造一般図等を

作成するものとする。 

（７） 数量計算 

受注者は、概略設計した形状に対して、過去の資料等から使用材料を材種、材質別に算

出する。また、橋梁付属物等についても、当公社標準図等に基づき、鋼重を計上するもの

とする。 

（８） 座標計算 

第６８０７条第２項の（９）に準ずるものとする。 

（９） 架設計画 

受注者は、上部工の架設計画について、現地の立地条件、輸送・搬入条件及び経済性等

を考慮し、詳細な架設計画を行うものとする。 

 

 



（10） 施工計画 

受注者は、構造物の規模、道路・鉄道の交差条件、河川の渡河条件及び、計画工程表、

施工順序、施工方法、資材・部材の搬入計画、仮設備計画等、工事費積算に当たって必要

な計画を記載した施工計画書を作成するものとする。なお，施工計画書には設計と不可分

な施工上の留意点について取りまとめ、記載するものとする。 

（11） 照査 

照査技術者は、第１１０８条に基づくほか、下記に示す事項を標準として照査を実施す

るものとする。 

① 設計条件の決定に際し、現地の状況の他、基礎情報を収集、把握しているかの確認を

行い、その内容が適切であるかについて照査を行う。特に既設橋については、健全度

を把握するための情報が得られているかの確認を行う。 

② 一般図を基に、新旧部の結合方法、桁配置及び拡幅橋と既設橋の形式の整合が適切に

取れているかの照査を行う。また、埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条

件が設計計画に反映されているかの照査を行う。 

③ 設計方針及び設計手法が適切であるか、照査を行う。また、架設工法と施工方法の確

認を行い、施工時の既設部材の応力についても照査を行う。 

④ 設計計算、設計図、数量の正確性、適切性及び整合性に着目し照査を行う。 

⑤ 当業務は第三者による照査を予定しており、必要となる資料を提出するなど、その実

施に協力するものとする。 

（12） 報告書作成 

受注者は、設計業務の成果として、第１２１１条に準じて作成するものとする。なお、

下記の項目について解説し、これを取りまとめて記載した、設計概要書を作成するものと

する。 

１）設計条件 

２）拡幅工法、型式決定の経緯及び選定理由（構造特性、施工性、経済性、維持管理、環

境の要件の解説） 

３）上部工の解析方法、構造各部の検討内容及び問題点、特に考慮した事項 

４）道路、鉄道、河川の交差条件、コントロールポイント 

５）主桁主要断面寸法等の設計計算の主要結果 

６）架設計画（設計上必要な施工手順、施工方法、問題点） 

７）主要材料、工事数量の総括 

８）施工段階での注意事項・検討事項 

  



別添２ 

 

１ 業務目的 

本業務は、条文等の適用間違い、計算ソフトウェアの不具合等による過誤を防止し設計品質を確保す

るため、異なる２つの設計計算手法（以下、「当初設計」と「照査計算」という。）を用いて設計するも

のである。 

 

２ 業務内容 

照査計算の業務内容は下記のとおりとする。 

（１）照査計算 

受注者は、当初設計で用いた設計計算プログラムと異なる計算ソフトウェアを使用するなど、業

務目的を達するように、設計計算手法を協議により決定の上、次に示す部材について、当初設計と

異なる設計計算手法で照査計算を行うものとする。 

 

〔照査計算の対象部材〕 

下部工及び基礎工については、梁、柱、フーチング、躯体及び基礎本体等 

 

 

照査計算は以下により実施する。以下によりがたい場合は別途調査職員と協議するものとする。 

ⅰ）照査計算の前提 

詳細設計照査要領（橋梁詳細設計[国土交通省大臣官房技術調査課監修 平成 29 年３月

改訂版]）に示す以下の基本条件については、当初設計と同一とする。 

 

［基本条件］ 

・ 設計基本条件（構造形式、荷重条件、耐震設計上の重要度の区分など） 

・ 幾何構造、線形条件（平面及び縦横断線形、道路規格、幅員、視距の確保、座標系、

河川条件、道路等交差条件など） 

・ 地盤条件（土質定数、支持層、地下水位、軟弱地盤の検討条件など） 

・ 耐震性能照査（固有周期、地域別補正係数、地盤種別、設計水平震度、支承条件、耐

震設計上の基盤面など） 

・ 使用材料 

・ 上部工（施工方法、施工ステップ、桁配置や断面形状、架設時応力の照査） 

 

ⅱ）照査計算の実施内容 

・ 橋の耐荷性能の照査（耐震設計においてレベル１地震動及びレベル２の各作用による

影響を含む） 

・ 橋の使用目的との適合性の確認に必要なその他検討 

 



ⅲ）照査計算で実施しない内容 

・ 設計図作成 

・ 数量計算 

・ 座標計算 

・ 架設計画 

・ 仮設構造物設計 

・ 仮橋設計 

・ 橋梁付属物の設計（道路標識、照明、添架物、遮音壁等） 

・ 施工計画 

・ 施工時応力の照査（架設時応力を除く） 

・ レベル２地震に対する細部設計（支承収束計算など） 

 

（２）設計成果のとりまとめ 

受注者は、当初設計と（１）で実施した照査計算の両方を用いて設計成果のとりまとめを行う。

その際、両者を用いてとりまとめを行った根拠を確認できるものを併せて設計成果品に含める

ものとする。 

 



令和　　年　　月　　日





































位 置 図

⾼速5号線温品地区橋梁概略設計その他業務

業務箇所







   

平  面  図  s=1:1000 
     （設計業務） 

 

橋梁予備修正設計 
D ﾗﾝﾌﾟ 3 橋 
L=150ｍ，L=359ｍ，L=84ｍ 

橋梁予備修正設計 
C ﾗﾝﾌﾟ 2 橋 
L=221m，L＝196ｍ 

橋梁概略設計 
(鋼)3 径間連続鈑桁橋 
L=130m 
 

橋梁概略設計 
(鋼)単純鈑桁橋 
L=28m 

橋梁詳細設計 

（ハッチ部は既設構造物の照査） 

橋脚工（張出式：拡幅設計）   N=４基（中山P1，P5，P4，P3） 

橋脚工（ラーメン式：新設設計） N=２基（CP4，DP3） 

橋脚工（張出式：照査）     N=３基（P2，P1，東 P11） 

橋脚基礎工（鋼管杭基礎）       N=６基（中山P1，P5，P4，P3，CP4，DP3） 

橋脚基礎工（鋼管杭基礎：照査） N=３基（P2，P1，東 P11） 

       

橋梁概略設計 
(鋼)2 径間連続鈑桁橋 
L=90m 

 
橋梁概略設計 
(鋼)単純鈑桁橋 
L=42m 

橋梁概略設計 
(鋼)６径間連続鈑桁橋 L=265m 
（既設照査） 
（拡幅一体後設計） 

仮設構造物詳細設計 
土留工詳細設計 
N=2基 

座標計算 3橋 
動的照査 1橋 
施工計画 3橋 
架設計画 1工法 

架設計画 2工法 

プレキャストボッ
クス割付一般図の作 
成 N=1か所 


